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1．事業の趣旨 

 

新たなアイディアやノウハウの導入を通じたイノベーションの創出、海外展開、技術系人材の確保等

を目指す場合、高度な知識や知能を有している外国人材（以下「高度外国人材」という。）の活用が考

えられるが、言語の壁や受入れ環境の課題等から難しいと感じている企業も多い。今後、高度外国人

材としての活躍が期待される高等教育機関に通う留学生に目を向けると、日本での就職希望者の内、

実際に国内で就職をした者の割合は低く、様々な要因から乖離が生まれている。 

本事業では、四国管内（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）での人手不足解決・企業の成長のために

高度外国人材の活用が進み、企業の経営力が向上することを目的に、中小企業や中堅企業・地域未

来牽引企業等（以下「中小企業等」という。）に対し、高度外国人材の確保に必要な調査・魅力発信等

を行う。 

 

2．調査の目的 

 

高等教育機関（大学等）における就職支援体制、就職時の課題（ミスマッチの要因）、留学生の希望

する働き方、ライフプラン等を調査し、四国管内の中小企業等が留学生から選ばれるために何が重要

かを整理する。 

 

3．ヒアリング調査 

3－1．調査方法  

（1） 調査対象 

①四国管内の高等教育機関 

②四国管内の高等教育機関に在籍する留学生 

 

（2） 調査日程 

令和 7年 8月～令和 7年 10月 
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3－2．調査項目  

下記の調査項目を軸として四国管内の高等教育機関及び留学生からの回答を基に、四国の中小

企業等が留学生から選ばれるために重要な要素をまとめる。 

 

（1） 高等教育機関ヒアリング調査 

高等教育機関概要 

１ 留学生の在籍状況と卒業後の進路 

２ 就職支援体制と課題 

３ 今後の方向性 

 

（２） 留学生ヒアリング調査 

留学生詳細 

１ 四国の学校を選んだ理由 

２ 希望する働き方と日本の企業で働く際の不安 

３ 求める就職支援 

 

  





















12 

「時間と労力の無駄になった」との声もあった。こうした点から、企業側の情報開示と採用方針の透

明化が重要であると考える。また、「キャリアステップの見通し」や「成長過程の明示」も支援ニーズと

して挙げられた。どの段階でどのようなスキルや役割が期待されるかを知ることで、留学生が安心し

て就職を決断できると考えられている。さらに、住宅支援や語学学習のサポート、インターンシップ機

会の拡充も期待されている。 

行政や地域の支援に関しては「制度は存在するが知られていない」という課題が指摘された。留学

生支援センターや市の外国人窓口の情報が十分に周知されていないため、情報発信力の強化が求め

られる。 

全体として、留学生は日本企業での就労に高い意欲を持ちながらも、「情報の明確化」と「支援制度

の見える化」を重視しており、今後は大学・企業・行政が一体となった継続的なサポート体制の構築が

重要と思われる。 
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また、就職活動においては文化や言語の壁を乗り越えるための支援が必要とされている。特に観

光関連職を志望する学生は、接客で求められる言葉遣いや対応力を学ぶ実践的指導が重要と考えて

いる。 

さらに、就職後の生活支援や在留資格に関する相談、外国人社員とのネットワークづくりなど、就

職後を見据えたフォローも求められた。学生からは「四国の魅力をもっと知るツアーや体験を通じて

地域を理解したい」「地域で長く働くためのきっかけがほしい」との意見もあり、キャリア支援を地域

理解と結びつける重要性が示唆された。 
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なく、「情報が不足している」ことが主な課題であるとの意見があった。したがって、学校・行政・企業

が連携し、外国人留学生の特性に合わせた企業の魅力を発信、そして交流の機会を作ることが、今後

の四国地域における高度外国人材の採用に向けて重要であると考えられる。 
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会や座談会、インターンシップなど、互いに理解を深められる場の増設を希望する声が多かった。ま

た、就職後の生活支援や在留資格に関する相談など、長く働くことを見据えたフォローアップも求め

られている。学生の中には「将来的に家族を日本に呼んで一緒に暮らしたい」という声もあった。地

元で働きたいと考える留学生が地元で就職するためには企業の魅力発信や外国人向けキャリアモデ

ルの提示が必要であると考えられ、学校と行政、企業が連携し、留学生が地域で安心して働ける環境

づくりを進めることも求められている。 
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４．総評 

 

四国管内の高等教育機関および留学生へのヒアリングを通じて、高度外国人材の受入れへの課題

や、留学生が企業選択時に重視する要素が明らかになった。これらを総合的に分析した結果、四国の

中小企業等が留学生から選ばれるために特に重要と考えられる事項を以下の３点に整理する。 

 

１．情報発信と交流機会の強化による留学生・企業間の接点拡充 

四国地域には高度外国人材の受入れに関して３つの課題が確認できた。 

第一に、求人情報量不足と情報の可視化ができていないことである。 

四国管内の多くの高等教育機関から「留学生を対象とした求人情報が限られている」という課題が

共通してあげられており、求人総量の少なさだけでなく、求人票において業務内容・配属予定・福利

厚生・ビザ要件が十分に明示されていない事例が見られた。また、留学生からは、「永住者のみと後

から説明された」「仕事内容が分からず応募しづらい」など、情報不足に起因する不安の声が複数確

認された。情報不足に関連するこれらの課題は、地域内の企業規模が比較的小さい四国管内では、

採用を担当する部署をもたない企業もあり、採用に係る広報を十分に行えていない体制が要因の１

つと考えられる。 

第二に、外国人採用に関する企業側の経験値不足である。 

今回のヒアリングでは、多くの中小企業等が「外国人採用に慣れていない」「在留資格手続きに不

安がある」として慎重な姿勢を示していた。企業側の外国人採用に対する不慣れさは、日本語能力要

件の厳格化や曖昧な採用条件の提示につながり、留学生とのミスマッチの要因となっていると考え

られる。 

第三に、留学生が地域や企業と接点を持つ機会の不足である。 

四国は都市圏と比べ、留学生が地元企業と接点を持つ機会が相対的に限られやすい現状にあると

言える。大学や専門学校では企業訪問や説明会を実施しているものの、「留学生が企業を知る場が不

足している」という指摘が複数あった。四国地域では都市圏と比較し、企業数やイベント開催数が限

られることが、県外や都市圏への就職を後押しする要因にもなっていると考えられる。 

これらの課題を踏まえ、今後、四国管内で高度外国人材を受入れるためには、外国人を対象とした

求人情報の可視化や積極的な情報発信、企業の受入れ体制整備、留学生と企業の接点づくりの強化

が重要であると考える。 

 

２．留学生が四国の中小企業等を選択するために必要な“可視化” 

留学生が四国での就職を判断する際には、地域の環境や人柄等「暮らすこと」をイメージできる情

報と担当業務やキャリアパス等「働くこと」をイメージできる情報が必要であることが分かった。しか

し、現状では企業情報からこれらの情報が読み取れない場合が多く、求人情報の不足が大きな不安

要因となっていることが明らかになった。留学生からは、「四国は自然豊かで治安が良く、落ち着い

た生活環境や人の温かさ、生活コストの低さなど、留学生にとって魅力的な要素を備えている」とい

う声もある一方で、これらの魅力をまだ十分に伝えられていないという課題が残る。 
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また、複数の高等教育機関から、「留学生が四国の魅力を知る機会が少ない」「企業を知る場が限

定的」という課題が指摘された。また、留学生側からは「どの企業が外国人を採用しているのか分か

らない」「実際の仕事内容が見えない」といった声が共通してあがり、情報不足と情報の不透明さが

志望企業の選択肢を狭めている現状が確認された。 

さらに、四国管内には、人事部門をもたない中小企業も多いが、企業の採用情報の提示にも課題

がある場合がある。業務内容やキャリアパスが言語的・構造的に分かりにくい場合、留学生は自分の

専門性を活かせるか判断しづらいため、明確に記載する必要があるが、求人票の記載が不十分な場

合や、外国人向けの視点での情報が不足しているケースも少なくない。 

生活情報の不足も、四国管内での就職判断を迷わせる要因となっている。ハラール対応や宗教的

配慮、住宅支援、交通アクセスなど、生活面の情報が十分でなければ、留学生は具体的な生活イメー

ジを持つことが難しい。四国管内は「生活しやすい地域である」との声も多かったが、就職前にそれを

知る機会が少ない。 

したがって、四国企業が留学生から選ばれるためには、地域環境・企業情報・生活情報を体系的に

“可視化”し、留学生が「暮らすこと」と「働くこと」の両方を明確にイメージできるようにすることが求

められる。この「情報不足の解消」こそが、今回の調査から明確になった四国地域の重点課題である。 

 

３．教育機関・企業・行政による三位一体の支援モデルの強化 

ヒアリング結果を整理すると、四国管内では高度外国人材の確保に向けた支援が“教育機関・企

業・行政”の三者に分散しており、連携不足が課題と考えられる。 

多くの高等教育機関は、留学生の日本語教育・キャリア指導・在留資格支援を限られた体制で実施

しており、「日本の就職活動の行程が複雑で難しい」、「就職活動が早期化しており、留学生の就職活

動開始が遅れる」、「在留資格取得の手続きでトラブルが生じる」といった課題に対し、十分にサポー

トできていない現状が見られた。 

企業に対しては、「企業の外国人採用への知識や経験が十分でなく、在留資格手続きや配属後のサ

ポート、文化面への配慮に戸惑いがある」との声があり、留学生が応募しにくい状況となっているこ

とが分かった。今後は、採用基準や求人内容の説明を十分に行い、留学生が仕事内容や応募要件を

正確に理解できる環境づくりが課題である。 

他方、行政に対しては、「高度外国人材の採用をサポートする制度はあるが十分に周知されていな

い」、「高度外国人材の採用や在留資格の手続き等に関する相談窓口が知られていない」といった課

題が複数の高等教育機関・留学生から確認された。支援制度は整備されているが、効果的に活用さ

れていない点は四国管内での高度外国人材活用における課題である。 

 

以上の点から、四国管内における高度外国人材の受入れ強化には、教育機関・企業・行政の三者が

独立して取り組むのではなく、地域の支援資源を補完し合う「三位一体の連携モデル」が不可欠であ

る。特に、留学生向け情報の統合的な発信や企業と学生の接点づくり、大学の日本語・キャリア支援

の補完などを地域全体で進めることで、留学生から選ばれる地域づくり、企業づくりが実現できると

考える。 
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